
令和６年６月

観光庁 国際観光部 参事官(MICE)

MICEの誘致・開催の促進

国際会議等各種会議の沖縄開催の推進に係る各省庁連絡会議
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１．MICEの現状

２．国際会議向けの観光庁事業

３. MI旅行の状況と支援事例
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世界全体の国際会議の開催件数は、2019年までの近年は横ばいであった。2020年以降は新型コロナウイルス感

染症の影響で激減したが、コロナの影響から脱した2022年以降順調に回復している。

地域別の開催件数については、22年比で見ると、欧米は横ばいの変化となっている一方、アジアは22年比170%

と急速に回復している。

世界の国際会議開催件数の推移【対面開催】

開催件数
（日本）

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成
注１：対面開催＝コロナ禍前と同様に開催されたもの（ハイブリッド開催は含まない）
注２：本表の各地域は、国際会議協会（ICCA）の区分に基づく
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【国・地域別】2023年 世界における国際会議開催件数

2023年は、日本を始めとするアジア諸国では急速に回復が進み、コロナ前（2019年）のランキング傾向に

近づいた。

一方、日本の2019年比での回復度合いをみると、他の上位国よりも低い回復率に留まっており、６位以上の

国々との差はコロナ前と比較して広がっている傾向にある。

2022年比2019年比2022年(件)2019年(件)2023年(件)国・地域順位

92%66%754（1位）1042（1位）690米国1

96%89%577（3位）621（5位）553イタリア2

87%78%580（2位）648（4位）505スペイン3

92%73%515（5位）646（3位）472フランス4

86%58%539（4位）802（2位）463ドイツ5

88%69%482（6位）615（6位）425英国6

149%66%243（12位）548（8位）363日本7

109%78%279（8位）390（9位）304オランダ8

96%83%314（7位）363（10位）303ポルトガル9

106%72%244（10位）361（11位）259カナダ10

148%96%170（17位）262（13位）252韓国11

116%91%195（14位）249（14位）227スウェーデン12

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成
注：数値は会議の実地開催及びハイブリッド開催の件数の和

4



【国・地域別】2023年 アジア大洋州における国際会議開催件数

2023年も前年に引き続き、日本がアジア１位の国際会議開催国となった。

ただし、2019年比での回復度合いをみると、韓国やシンガポールなどでは日本より回復が進んでいる。

中国はアジア各国と比較して大幅に回復が遅れている。

2022年比2019年比2022年(件)2019年(件)2023年(件)都市順位

149%66%243548363日本1

148%96%170262252韓国2

172%77%127285219オーストラリア3

137%30%124572170中国4

148%97%103156152シンガポール5

168%79%85180143タイ6

148%72%83172123インド7

118%70%90152106台湾8

151%61%69170104マレーシア9

142%65%4810568インドネシア10

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成
注：数値は会議の実地開催及びハイブリッド開催の件数の和
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アメリカ主要都市の回復状況
アメリカも都市によって回復率は大きく異なっている。

最多開催の都市（ボストン）でも39件（東京91件）と一極集中型ではなく、多都市分散型の傾向にある。

2019年2023年

開催件数2019年比開催件数

4098%39ボストン

4670%32シカゴ

6941%28ニューヨーク

4461%27ワシントン

2596%24アトランタ

17135%23シアトル

2875%21オーランド

2875%21サンディエゴ

5300%15デンバー

2060%12ポートランド

2741%11サンフランシスコ

1471%10ホノルル

2245%10マイアミ

1567%10ピッツバーグ

104266%690全体
資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成 6



欧州主要都市の回復状況
欧州主要都市においても、2019年比６～７割台の回復の都市が多い状況

特に、2019年の開催上位であったパリ、マドリード、ベルリンなど主要国の最大都市の回復が遅れている傾向

2019年2023年

開催件数2019年比開催件数

25761%156パリ（フランス）

19478%151リスボン（ポルトガル）

16088%141ウィーン（オーストリア）

17380%139バルセロナ（スペイン）

15487%134プラハ（チェコ）

118101%119ローマ（イタリア）

17263%109マドリード（スペイン）

12087%104ダブリン（アイルランド）

16062%99ロンドン（イギリス）

19350%97ベルリン（ドイツ）

11974%88アテネ（ギリシャ）

13664%87コペンハーゲン（デンマーク）

13662%84アムステルダム（オランダ）

9977%76ブリュッセル（ベルギー）

9280%74ストックホルム（スウェーデン）
資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成 7



中国主要都市・香港・マカオ・台北・高雄の回復状況

中国圏の各都市は、世界の平均的と比べると回復が著しく遅れている。

水際緩和の遅れや米中対立の影響が考えられる。

2019年2023年
開催件数2019年比開催件数

10126%26北京
9422%21上海
3145%14南京
3537%13成都
3033%10西安
4020%8杭州
1450%7武漢
2425%6深圳
2025%5広州
57230%170全体

2019年2023年
開催件数2019年比開催件数

9852%51香港
5343％23マカオ

2019年2023年
開催件数2019年比開催件数

10167％68台北
2348％11高雄

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成 8



韓国主要都市・シンガポールの回復状況

韓国は開催件数について、コロナ前と同水準に回復した都市が多い。

シンガポールは開催件数について、コロナ前と同水準に回復しており、規模についても大型案件が増加している状況。

2019年2023年

平均参加者数開催件数2019年比平均参加者数2019年比開催件数

397122109%43185%103ソウル

4803197%46580%25プサン

4522596%435124%31チェジュ

26124108%28275%18テジョン

7401351%375169%22テグ

23812168%401150%18インチョン

453660%274116%7キョンジュ

43226288%38096％252全体

2019年2023年

平均参加者数開催件数2019年比平均参加者数2019年比開催件数

414156169%69997％152シンガポール

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成 9



日本における主要都市の国際会議開催件数及び順位（2023年）

2019年2023年

世界順位国内順位件数2019年比世界順位国内順位件数都市名

10114065%13191東京★
4226266%52241京都★
13362483%116320大阪★
183818111%116320横浜★
12042763%133517福岡★
12252665%133517札幌★
18381883%150715仙台★
9833336%184812神戸★

15072250%196911名古屋★

358137129%228109筑波
222111354%270117広島★
35813786%308126富山
35813771%332135松江
215101436%332135奈良
591223167%332135新潟

854866%7363日本全体

2023年はコロナ前と比較して、基本的に６～７割の回復。グローバルMICE都市の中では、大阪・横浜・仙台においてコロナ前水準に回復

している。

★・・・グローバルMICE都市 資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成 10



日本各都市の国際会議開催件数

2023年2019年2018年

都市名 2019年比件数件数件数

45％4911北九州★

200％428沖縄（注）

300％314淡路

75％342恩納村

67％232熊本

200％211鹿児島

17％162那覇

100％113宮崎

50％122長崎

50％121別府

67％81212【参考】沖縄県（合計）

★・・・グローバルMICE都市

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成 （注）沖縄市を指す。 11



欧米・中韓・日本における上位５都市の占有率推移（国際会議）

資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成

中韓は主要都市への依存が大きい一方、欧米は一部都市への集中が少ない。

日本においては、一部都市への集中率は減少傾向にあり、各都市におけるMICE誘致力強化が図られていることが見える。

施設のファシリティーの観点からも主要都市に依存する形よりも多くの都市で誘致・開催をできるようにすることが重要。

（％）
※欧米・・・主要６カ国（アメリカ、イタリア、スペイン、フランス、ドイツ、イギリス）
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世界主要国における上位５都市の占有率推移（国際会議）

13資料：ICCA（国際会議協会）資料（2024年（令和6年）５月時点）に基づき観光庁作成

一部の都市に開催が集中している国（スペイン、韓国）、多都市分散の国（アメリカ）、上位都市とその他の都市の開催が同じ

国（日本、ドイツ、イギリスなど）の３つのパターンに分けられる。

日本においても一部都市への集中率は減少傾向にあり、各都市におけるMICE誘致力強化が図られていることが見える
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ビジネス目的の訪日外国人数の推計

※1 訪日外客数全体は、日本政府観光局（JNTO）『訪日外客統計』より引用。
※2 ビジネス目的（MICE）は、『訪日外国人消費動向調査』（観光庁）において、企業ミーティング／インセンティブツアー／研修／国際会議／展示会・見本市／イベント／その他ビジネスを訪問目的と

申告した者の割合から推計。
※3 『訪日外国人消費動向調査』では訪日クルーズ客を別枠で調査しているため、訪日外客数全体から『訪日クルーズ旅客数』データ（港湾局）を差し引き、※2の比率を乗じてビジネス目的人数を推計。
※4 2020年のビジネス目的の割合は1～3月の推計値（4～12月は未調査）。
※5 2021年は、訪日外国人消費動向調査では来訪目的を調査していない。

2,542

12.4%

1,974
2,404

2,869
3,119 3,188

412
383
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①韓国

91万人

21%

④台湾

35万人

8%

香港

10万人 2%

②中国

83万人

20%
タイ

15万人

4%

シンガポール

8万人

2%

マレーシア

10万人

2%

インドネシア

10万人

2%

フィリピン

9万人

2%

ベトナム

15万人

3%

インド

11万人

3%

英国

13万人

3%

ドイツ

9万人

2%

フランス

7万人

2%

イタリア

3万人

1%

スペイン

2万人

0%

ロシア

3万人

1%

③米国

45万人

11%

カナダ

6万人

1%

オーストラリア

6万人

1%

その他

34万人

8%
①韓国

753万人

24%

③台湾

449万人

14%

④香港

217万人

7%

②中国

648万人

21%

タイ

113万人

4%

シンガポール

44万人

1%

マレーシア

46万人

1%

インドネシア

39万人

1%

フィリピン

47万人

2%

ベトナム

39万人

1%

インド

15万人

0%

英国

32万人

1%

ドイツ

21万人

1%

フランス

30万人

1%

イタリア

15万人

0%

スペイン

12万人

0%

ロシア

9万人

0%

米国

151万人

5%

カナダ

32万人

1%

オーストラリア

54万人

2%

その他

119万人

4%

 クルー

ズ234万

人

7%

ビジネス目的の訪日外国人数（国・地域別）

【2018年（訪日外国人数）】【2018年（ビジネス目的）】

アジア 295万人（69.9%）
ヨーロッパ 36万人（8.6%）
北米 51万人（12.2%）
オセアニア 6万人（1.4％）

※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。
※ 数値は、それぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは合致しない場合がある。
※ ビジネス目的は、「訪日外国人消費動向調査」（観光庁）において、

企業ミーティング／インセンティブツアー／研修／国際会議／展示会・見本市／イベント／その他ビジネスを訪問目的と
申告した者を推計。

※ 日本政府観光局（JNTO）統計資料より観光庁作成。

総計
3,119万人

総計
422万人

アジア 2,409万人（77.2%）
ヨーロッパ 120万人（3.9%）
北米 183万人（5.9%）
オセアニア 54万人（1.7％）
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観光・レジャー, 

33,368 , 73.8%
親族・知人訪問, 

1,537 , 3.4%

ハネムーン, 178 , 

0.4%

学校関連の旅行, 

206 , 0.5%

スポーツ・スポーツ

観戦, 148 , 0.3%

留学, 1,564 , 

3.5%

治療・検診, 72 , 

0.2%

トランジット, 

16 , 0.0%

その他, 289 , 0.6%

企業ミーティング, 

1,570 , 3.5%

研修, 864 , 1.9%

インセンティブツ

アー, 216 , 0.5%

国際会議, 498 , 

1.1% 展示会・見本市, 

367 , 0.8%

イベント, 137 , 

0.3%

その他ビジネス, 

3,123 , 6.9%
クルーズ客, 

1,034 , 2.3%

観光・レジャー, 

2256, 72.3%

親族・知人訪問, 

121, 3.9%

ハネムーン,

9, 0.3%

学校関連の旅行, 

13, 0.4%

スポーツ・スポー

ツ観戦, 7, 0.2%

留学, 31, 1.0%

治療・検診, 

2, 0.1%

トランジット, 7, 

0.2%

その他, 17, 0.5%

企業ミーティング, 

106, 3.4%

研修, 47, 1.5%

インセンティブツ

アー, 12, 0.4%

国際会議, 38, 

1.2%

展示会・見本市, 

29, 0.9%
イベント, 

12, 0.4%

その他ビジネス, 

178, 5.7%

クルーズ客,

234, 7.5%

訪日外国人旅行者数・旅行消費額（来訪目的別）

2018年 訪日外国人旅行者数
（来訪目的別）

2018年 訪日外国人旅行消費額
（来訪目的別）

※各来訪目的の割合は、観光庁「訪日外国人消費動向調査」より転載。
※各来訪目的別の人数は、2018年「訪日外国人旅行者数（JNTO統計）」と「訪日外国人消費動向調査」 の

「主な来訪目的」の割合を基に算出。
※2018年より「訪日外国人消費動向調査」の中でクルーズ調査を開始。

※各来訪目的別の旅行消費額及び割合は、左図「来訪目的別訪日外国人旅行者数」と
観光庁「訪日外国j人消費動向調査」の「来訪目的別１人当たり消費単価」を基に算出。

※一人当たり消費単価については、パッケージツアー参加費を含んだもの。
※2018年より「訪日外国人消費動向調査」の中でクルーズ調査を開始。

（単位：万人）

ビジネス目的のみ
422万人（13.5％）

ビジネス目的のみ
6,775億円（15.0％）

（単位：億円）

全体
3,119万人

全体
4兆5,189億円

16



１．MICEの現状

２．国際会議向けの観光庁事業

３. MI旅行の状況と支援事例
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国際会議向けの観光庁事業

● 国際会議の誘致力強化 【件数↑】

● 開催効果の拡大 【波及効果↑ 】
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ＭＩＣＥ施設における情報インフラニーズの高まり

〇コロナ禍を経て、無線LANやデジタルサイネージ等の情報インフラニーズが大幅に拡大

・Wi-Fiに接続する一人当たりのデバイス数が増加

ノートPCに加え、スマホ、タブレット

・サステナビリティ対応を背景としたペーパレス化の加速

専用アプリによる会場案内、会議資料は参加者が自らの端末でダウンロードする形で配布

持続可能な会議を目指すためのデジタルサイネージの設置

・プログラムのデジタル化や出張先でのオンライン会議やメール

動画を視聴しながら行うプログラム、会議の合間でのWeb会議

〇今後、対面開催の回復が進み、現地参加者人数の大

幅な増加が見込まれる中、国際会議では、コロナ前より

も高い水準の情報インフラが求められる。 デ
ー
タ

通
信
量

例）1000名規模の国際会議

※国内会議では、国内参加者のスマホはキャリア回
線のモバイル通信を併用できるため、大きな問題
は起きていない。

コロナ前 コロナ禍 ポストコロナ
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【参考】海外ＭＩＣＥ施設の動向

○世界の会議場のWi-Fiの状況

○世界の会議場のサイネージの状況

海外のコンベンションセンターでは、玄関前、会場前でのデジタルサイネージの常設が一般的。

・Suntec Singapore(シンガポール)
同時接続数8000デバイス。
データ使用料は無制限・無料。

・KINTEX（韓国）
同時接続数3万5000デバイス(無料)
参加企業向けに別途有料サービス有

20



令和６年度コンベンションビューロー支援事業補助金（ハード）

MICE施設の受入環境整備事業

補助対象：ハイブリッド開催やサステナビリティ等、ＭＩＣＥ開催ニーズの

変化への対応力を強化するための事業であること

■補助対象者：コンベンション法施行規則第４条の基準を満たし、かつ、ICCA基準を満たす国際

会議の誘致・開催実績のある会議場施設等の所有者又は施設管理者

■補助率 ：1/2（上限2000万）

①ネットワーク環境の整備 ②デジタルサイネージの整備

【対象事業事例】
・無線LAN環境の整備
・回線の機能拡充 等

※機能の向上を伴わない費用（維持費用、修理修繕費用・代替更新のみに要する費用）は経費対象外

補助メニュー
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主催者の課題と今後の方向性

【時間】：大学教員の繁忙により、誘致活動に充てる時間の減少

【ノウハウ】：国際会議誘致・開催の際、大学教員等を支援する人材不足

【費用】：国際会議開催における赤字のリスク（会議業務をPCOに委託すると費用が更に増加）

【情報】：研究者個人では、国際会議誘致にかかる支援制度の情報収集に限界

【インセンティブ】：国際会議誘致開催にかかる評価制度

• 海外研究者とのネットワーク構築による研究力・国際性向上

• 国際会議開催による地域社会への貢献（レガシー効果）・レピュテーション向上

• 大学教員による国際会議誘致のハードルが高いのが現状

• ①地域の行政機関、②大学、③学会といった上記課題に対するソリューションを提供可能な組織主

体が連携して、大学教員の誘致開催活動を積極的にサポートする必要がある。

• さらに、長期的観点からは、若手の主催者（国際学会等におけるキーパーソン）の育成も必要。

主催者（大学教員）による誘致上の課題

大学における国際会議推進のメリット（各大学へのヒアリングより）
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【事例】各大学における取組

広島大学

①広島産学公連携MICE推進協議会の設置
目的：広島におけるMICEの推進を図るために、

MICEの情報収集や受入体制の整備等について、
協議・検討を行い、具体的な方策を推進すること

構成員：広島県・市、広島CB、広島大学、県立広島大学、
広島商工会議所、国際会議場等

②広島市、広島CBと「コンベンション誘致・開催のため
の連携・協力に関する協定」の締結

→大学教員等の会議情報をURA職員とビューロー職員が共有す
ることで、ビューロー職員による効率的な大学教員等へのア
プローチや誘致・開催支援活動が可能となり、会議誘致案件
は増加傾向

③国際会議開催支援説明会の開催

④KPIに国際会議誘致などの活動を反映

⑤ネットワーク形成支援助成制度
・広島大学の若手教員が主催する会議等への助成

東北大学

◎２者・３者会議の定期開催
メンバー：【２者】東北大学総務課、仙台市誘致戦略推進課

【３者】上記+仙台CB
内容：コンベンション誘致・開催に関する各種情報の共有、環境

の整備に関する課題点等の洗い出しや協議

②コンベンション開催支援説明会の開催
対象者：国際会議の開催を検討・予定している教職員
内容：仙台市や仙台CBの誘致開催支援メニュー等の説明

①仙台市と「コンベンション誘致・開催
における連携・協力に関する協定」の締結

仙台市・大学の連携で誘致した実績

INTERMAG2023（2023年5月15~19日開催）
→東北大学の誘致委員会と仙台市・JNTO等が連携し、開催地一
体となった誘致・開催支援活動が評価され、選定。

G7科学技術大臣会合（2023年5月12~14日開催）
→仙台市長と東北大学総長が、関係閣僚会合の誘致に向けて、連
携した活動を実施し、仙台が開催地として選定。

地域連携による課題解決

情報不足の解消

インセンティブ

若手研究者育成

地域連携による課題解決

情報不足の解消
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大学における国際会議誘致開催促進事業

事業内容

（取組主体：大学またはコンベンションビューロー）
（取組例）

■目標設定・連携体制構築
〇学内開催国際会議の情報集約・誘致目標設定

（大学における既存のKPIへの活用を推奨）
○地域の国際会議関係者（CB・自治体・産業界等）との協議会の開催

■学内研究者への情報発信・開催機運醸成
〇学内研究者・学会への支援メニューの情報発信・説明会の開催

（取組主体：主催者及び大学）
（取組例）

■国際性向上/地域貢献/研究力強化を目的として大学が参画する
新規国際会議の立ち上げ・開催（国内会議の国際化含む）
○地元企業等との連携による地域の特色を活かした国際会議の創出

■将来の国際会議誘致に必要な海外研究者とのネットワーク形成
○若手研究者が主催する国際シンポジウムの開催
○大規模国際会議に付随するサテライト国際会議の開催

※次年度以降の継続的な開催を想定し、規模拡大に向けた長期的なビジョンを有する会議であること

A大

学
B大

学
C大

学

D大

学

E大

学

F大

学
G大

学
H大

学

I大

学

J大

学

K大

学

L大

学

M大学

N大
学

国際会議誘致開催に
に取り組む

大学

観光庁

協力要請

連携支援

誘致開催促進
支援

連
携

JNTO
（日本政府観光局）

各種誘致サポート

CB

研究者（学会）

情報発信

・サポート連
携

事業実施体制

本事業では、大学における国際会議誘致・開催を促進するため、「将来の誘致案件獲得」や「将来の主催者の育成/

開催ノウハウ向上」を目的とした取組を支援いたします。

※（１）（２）ともに支援上限700万円（１申請あたり）

東京大学 安田講堂での国際会議

（１）将来の誘致案件獲得に向けた誘致力の強化

（２）新規国際会議等の創出を通じた将来の主催者育成
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国際会議向けの観光庁事業

● 国際会議の誘致力強化 【件数↑】

● 開催効果の拡大 【波及効果↑ 】
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【参考】国際会議の開催効果拡大実証事業

●国際会議の単なる開催にとどまらず、都市間の連携や多様なステークホルダーの連携を通じた開催地外への誘客やビ
ジネス交流の創出等により、一層の開催効果の拡大につなげるため、今までにない新しい発想での連携の仕組みを構築
し、先駆モデルの創出を図る。

都市間の連携

多様な地域関係者の連携

国際会議開催

連携都市

取組例

○企業関係者と会議参加者の交流機会の創出

○国際会議における企業の参加促進

○企業が主催するセミナー・研修への国際会議

参加者の派遣

取組例

○国際会議開催都市外での

・エクスカーションの実施

・サテライト会議の実施

○国際会議ホームページ・国際会議出展ブースで

の

連携都市のプレポスト観光ツアーの販売

他分野への開催効果の波及

౎
৉
ୠ
ष
भ
開
催
効
果
の
波
及

学会

参加者

申請者 ：主催者及びCB（またはPCO等）※自治体、民間事業者との共同申請も可

実証経費（上限）：55,000円/参加者1名 または 1200万円/1件の少ない方の額
国際会議の条件 ：①会期2日以上、②少なくとも日本を含め３つの国/地域から50名以上の現地参加

③2024年3月～12月末までの間に開催

事業内容（先駆モデルのイメージ）

事業概要

取組例

○地域産業と連携したテクニカルビジット実施

産業など

※ユニークベニュー及び地域回遊型の実証事業の募集も別途実施する予定です。ユニークベニュー・地域回遊型の応募はそちらもご検討ください。（

※公募終了
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【参考】国際会議開催地としての魅力向上実証事業

●各都市においてMICE開催地としての魅力向上を図るため、国際会議におけるユニークベニュー
の活用促進・自走化に必要な体制づくりを支援するとともに、国際会議参加者の地域回遊性向上に
資する参加者特典プログラムの提供を支援することにより、地域の受入体制と開催効果の拡大を検証し、他
地域への横展開を行う。

募集する取組内容

事業概要

ユニークべニュー（UV）の活用

地域回遊性向上に資する参加者特典プログラムの提供
本年度の事業方針

・国際会議でのUVの活用のみならず、自走化に必要な体制
づくりにも焦点を当て、実際に開催される国際会議での活
用を通じて効果的な地域の受入体制を検証

本年度検証する取組
・地元飲食店による特別メニューの提供
・商店街等を活用したショッピングツアー
・地域共通券の発行
・宿泊施設、二次交通の割引 等

共通飲食券
：千葉「ちーバルMINI」

ショッピング
：横浜（パシフィコ横浜×横浜高島屋）
「MICEおもてなしプログラム」

国際会議終了後、ヒアリング等を通じて、UVの利用
促進に求められる役割・ノウハウを特定

参加者・関係事業者へのアンケート調査やヒアリングにより、

本取組によって生み出された開催効果への影響を検証

主催者

PCO

コーディネーター

ケータ
リング

施行 音響
照明

ユニークベニュー
（施設管理者）

依
頼

提
案

手
配

調
整

例

※ユニークベニュー活用時のワンストップ窓口やコーディネーターの新設のための取組

CB 民間企業 個人

例

申請者について 国際会議で下記プログラムを実施する主催者と、下記取組を行うコンベンションビューロー(CB)等との共同申請

募集する
プログラム

UV活用促進・地域自走化のための体制構築

地域回遊性向上に資する参加者特典プログラム

※その他、利用率向上のための取組

or

or or

実証目的

各プログラム10件程度を採択予定。(実証経費･･･UV:上限1000万円/地域回遊遊上限500万円)

※国際会議：日本国内にて２日間以上での会期で開催され、少なくとも日本を含め３つの国/地域から50名以上の現地参加を見込むもの。

※公募終了
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１．MICEの現状

２．国際会議向けの観光庁事業

３. MI旅行の状況と支援事例
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M・I旅行の状況

資料：各都市からのヒアリングに基づき観光庁作成

国際会議の回復率は６・７割であったものの、M・I旅行については各都市において把握しているものに限られるが、コロナ前

以上の水準であったり、それに近い水準に回復している都市が存在している。

特に３大都市圏の回復が顕著である一方、それに比較すると地方圏の回復が遅れているため支援をしていく必要がある。

回復率支援件数県・都市
（着色３大都市圏自治体）

2023年2019年

183％480件262件A自治体

182％62件34件B自治体

88％42件48件C自治体

75％15件20件D自治体

89％62件70件E自治体

76％56件73件F自治体

60％64件107件G自治体

29

（基本的な件数の考え方）
・各自治体CBでなんらかの支援をした件数（ホテル紹介などの問い合わせ対応を含む。）

（例外）
・B自治体、F自治体：自治体CBで提供している支援プログラム活用件数



主要都市におけるMI対応支援策比較

C向けの誘致・開催支援は各都市において、多くのメニューが存在している一方、MI向けに関してはまだ取り組んでいない都市

も多い

支援を行っている都市に関しては、経費的支援よりもアトラクション提供などの付加価値向上支援が一般的

主な支援策自治体名

・事前視察の受入支援
・主催企業のロゴ、歓迎メッセージ入りのウェルカムギフトの提供
・オリジナル歓迎バナーによる空港歓迎
・ガラディナーにおけるアトラクションの提供 など

札幌市

・事前視察のサポート
・アトラクション、ギブアウェイ等の提供
・バンケット施設などの会場借上費補助 など

※2023年度MICE関係予算：約41.6億円

東京都

・アトラクションの提供支援
・宴席における樽酒、地酒などの物的支援 など

※2023年度MICE関係予算：約5.5億円の内数

大阪市

・京都市内で開催されるMICEについて上限200万円の経費補助
・茶道体験など京都らしい文化プログラム体験に係る経費補助
・京都らしい伝統産業製品購入に係る経費補助 など

京都市

・芸能アトラクションの派遣
・泡盛試飲ブースの設置
・空港・港湾お出迎え など

※2023年度MICE関係予算：約1.9億円（施設整備関係予算は除く。）

沖縄県
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観光庁のM・I旅行支援に特化した事業について

観光庁ではこれまでC（国際会議）支援中心に行ってきていたが、近年はM・I旅行誘致に特化した事業にも取り組んでいる。

当該事業を通して、３大都市圏だけではなく、地方圏への支援も行っている。

R６年度
(補正予算も含む。)

R５年度
(補正予算も含む。)

R4年度R３年度R2年度R１年度年度

5億1400万円9700万円1400万円1300万円1300万円０予算額

・各都市へのト
レーニング・コン
サルティングの実
施

・地域で一体と
なったMI旅行向け
コンテンツ開発

・各都市へのト
レーニング・コン
サルティングの実
施

・MI旅行向けコン
テンツ開発

・各都市へのト
レーニング・コ
ンサルティング
の実施

・各都市へのト
レーニング・コ
ンサルティング
の実施

・各都市へのト
レーニング・コ
ンサルティング
の実施

主な取組

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R１年度 R2年度 R３年度 R4年度 R５年度 R６年度

【図：ＭＩ向け予算の推移】 当初予算 補正予算

（単位：万円）

31



観光庁におけるM・I旅行向け事業概要

インセンティブ旅行に関する高度な知識と経験を有し、国際的な視点から助言のできるコンサルタントを派遣し、ノウハウ
を提供。加えて国内のミーティングプランナーや旅行代理店等によるファムトリップを実施し、コンテンツの磨き上げによ
りインセンティブ旅行誘致を促進。

事業概要事業概要

札幌市（R３年度、R４年度）、仙台市（R３年度）、福岡市（R３年度、R４年度）、沖縄県（R４年度）

これまでの主な支援都市これまでの主な支援都市

ユニークベニューの新しい発想での活用メニューや地域連携等による魅力的な観光コンテンツを開発し、モデルイベント等
を実施。

事業概要事業概要

札幌、仙台、白石、東京、岡山・倉敷、福岡、沖縄（久米島）

主な支援地方都市主な支援地方都市

○令和５年度実施事業（約8300万円）※令和４年度補正

エリアにおいて複数のMI旅行向けのコンテンツ（チームビルディング、ユニークベニュー、テクニカルビジット等）の開
発・整備や既存コンテンツのブラッシュアップを実施

事業概要事業概要

札幌、仙台、京都、倉敷、四国地方、福岡、沖縄

主な支援予定地方都市主な支援予定地方都市

○令和６年度(今年度)実施事業（約５億円）※令和５年度補正

各都市の誘致力向上に向けた支援（CB支援事業）

M・I旅行開催地としての魅力向上に向けた支援
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M・I旅行向け事業支援実績一覧

33※R６年度については札幌以外は支援予定案件

MI旅行開催地としての魅力向上に向けた支援誘致力向上に向けた支援（CB支援）自治体名地方

２回（R５年度、R６年度）２回（R３年度、R４年度）札幌北海道

２回（R５年度、R６年度）１回（R３年度）仙台
東北

１回（R５年度）宮城（白石）

２回（R５年度、R６年度）東京
関東

１回（R３年度）横浜

１回（R６年度）１回（R２年度）静岡

中部

１回（R５年度）山梨（小渕沢）

１回（R６年度）愛知

１回（R６年度）岐阜

１回（R６年度）２回（R３年度、R５年度）金沢

１回（R６年度）京都
近畿

１回（R５年度）奈良

１回（R５年度）岡山

中国 ２回（R５年度、R６年度）倉敷

２回（R２年度、R５年度）広島

１回（R６年度）徳島・香川・愛媛・高知四国

２回（R５年度、R６年度）２回（R３年度、R４年度）福岡

九州・沖縄
１回（R５年度）１回（R４年度）長崎

１回（R５年度）熊本

２回（R５年度、R６年度）１回（R４年度）沖縄

※黄色着色：支援実績（予定も含む。）が３回以上



インセンティブ旅行に関する高度な知識と経験を有し、国際的な視点から助言のできるコンサルタントを派遣し、ノウハウ
を提供。加えて国内のミーティングプランナーや旅行代理店等によるファムトリップを実施し、コンテンツの磨き上げによ
りインセンティブ旅行誘致を促進。
令和4年度はトレーニングの都市として沖縄、長崎を、ファムトリップ支援を札幌、福岡にて実施した。

事業内容（沖縄） 視察 研修

ユニークベニューや外資系ホテル、体験コンテンツ
など、インセンティブ旅行で活用される見込みのあ
る施設の視察及びコンサルタントによる講評

DMMかりゆし水族館
琉球ホテル＆リゾート

沖縄アリーナ

ミーティング＆インセンティブ旅行概論
ミーティング＆インセンティブ旅行のトレンド
プロモーション（リアルコミュニケーション、
デジタルマーケティング）
SWOT分析による地域の課題と成功要因の抽出
事業戦略（案）やアクションプランについて

ガンガラーの谷

事業概要事業概要

R4年度事業/海外からのインセンティブ旅行誘致に関するコンベンションビューロー等機能高度化事業
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■久米島海洋深層水を主軸としたMIコンテンツの開発事業 【株式会社日旅産業】
開催日程： 令和５年（2023）年11月６日（月）～７日（火）
地域 ： 沖縄県島尻郡久米島町
実施団体： 株式会社日旅産業（日本旅行グループ）
連携先 ： 一般社団法人久米島町観光協会、久米島町、沖縄県海洋深層水研究所、株式会社DMC沖縄、久米島紬事業協同組合
取組概要：

日本一の取水量を誇る「久米島海洋深層水」をキラーコンテンツとして、文化遺産や自然を活用したユニークべニューを造成、海外からの
視察団、インセンティブ対象として、選定される久米島 MICE ISLANDを目指す

※写真は提出された報告書より引用

R4年度補正事業/海外からのミーティング・インセンティブ旅行誘致競争力向上事業

アーラ浜サンセットカクテル＆三線の夕べ

「はての浜」クルージングとモーニングヨガ体験

「上江洲家」での琉球茶道「ぶくぶく茶」体験

日本がミーティング・インセンティブ旅行の受け入れ国としての地位を向上していくためには、ユニークベニューの利用普及や観光

コンテンツの開発は不可欠。MI旅行主催者である海外企業やミーティングプランナー等バイヤーのニーズに応えられる特別感のあ

るコンテンツを開発が必要。

ユニークベニューの新しい発想での活用メニューや地域連携等による魅力的な観光コンテンツを開発し、モデルイベント等を実施。

事業概要事業概要

久米島海洋深層水研究所

海ぶどう施設

陸上養殖牡蠣施設

久米島の里「ユイマール館」にて機織り体験
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事業イメージ

海外からのミーティング・インセンティブ旅行誘致に向けた地域連携支援事業

各組織、上限4000万として、以下の3類型から計3つ以上のコンテンツで申請
① テクニカルビジットの開発・整備等地域の知的資産活用に向けた取組
② ユニークベニューの新規活用、夜間等の新たな活用によるモデルイベントの実施
③ M・I向け体験コンテンツ、チームビルディングの開発

※3つの類型とは別に販路構築に向けた取組費用を設ける予定（PR動画撮影、HP改修等）

エリアでミーティング・インセンティブ旅行（以下M・Iと称す）を推進していくため、CB、自治体、地元産業、旅
行会社等の地域関係者による検討会等にて、地域に不足しているものを検討。（既存組織の活用も可）
エリアにおいて複数のM・I向けのコンテンツ（チームビルディング、ユニークベニュー活用、伝統産業やテクニ
カルビジット等）の開発・整備や、既存コンテンツのブラッシュアップを実施。

事業概要

事
務
局

○
○
協
議
会②採択

自治体・行政

施設

事業者

産業

DMC

etc

※2nd,3rd stepでは事務局より有識者を派遣する場合もあり

CB

※M・Iと関連の無いと判断したものについては経費の支出を認めない為、あらかじめご了解ください。

1st STEP 2nd STEP 3rd STEP 4th STEP

エリアにて検討
申請

地域での話し合いの
実施（n回）

コンテンツ開発、
モデルイベント等の実施

M・Iの宿泊先と
なりうるホテル

実際の送客に
繋げる取り組み

MI向けHPの
整備（英語）

問い合わせ
窓口の設置

今後の戦略

例）都市間連携型

DMC

産業
自治体・行政 M・I事業者等

例）地域一体型

事業者

連携

※公募前にM・Iの意義や実際の
ニーズ等を理解いただくための
セミナーを開催予定。

ホテル
CB CB

交通

etc

プロモーショ
ン動画・写真

販売経路
の構築

商工会議所

等

海外有識者の
モニターツアー
実施による改善

etc

交通事業者

ホテル

①申請
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※写真は提出書より引用

R5年度補正事業/海外からのミーティング・インセンティブ旅行誘致に向けた地域連携支援事業

エリアでミーティング・インセンティブ旅行を推進していくため、CB、自治体、地元産業、旅行会社等の地域関係者による検討会等

にて、地域に不足しているものを検討。（既存組織の活用も可）

エリアにおいて複数のM・I向けのコンテンツ（チームビルディング、ユニークベニュー活用、伝統産業やテクニカルビジット等）の開

発・整備や、既存コンテンツのブラッシュアップを実施。

事業概要事業概要

■琉球王朝 x 都市型Ｍ・Ｉ=万国津梁のまち那覇・浦添の王朝文化が華やぐプログラム造成事業
【琉球王朝=古都の知財を活かす沖縄M・I実証ワーキンググループ】

■実施エリア： 沖縄県沖縄県 那覇市 浦添市
■事務局： 株式会社日旅産業（日本旅行グループ）
■M・I実証ワーキンググループ構成団体： 沖縄県・那覇市・浦添市・(一財)沖縄観光コンベンションビューロー・(一財)沖縄美ら島財団・ (一社)那覇市観光協会・（一社）
浦添市観光協会・（株）DMC沖縄・（株）日本旅行沖縄・（株）日旅産業（その他 地域協力機関、（株）日本旅行等）

美しき布たちの物語に出会う、首里の「琉球」体験プログラム
首里周辺施設を活用した琉球王朝の伝統文化体験プログラムの造成

・首里染織館suikaraでの琉球「びんがた」体験
・琉球王家最大の別邸、冊封使をもてなした
世界遺産「識名園」での琉球「ぶくぶく茶」体験

※琉球衣装に着替えて体験

＜現在の予定内容＞

Team Building Program
KUMIODORI – Ryukyu Opera Challenge!

現代版「組踊」を活用したチームビルディングプログラム開発

・国立劇場おきなわ（浦添市）、市民文化芸術劇場なはーと（那覇市）で、重
要無形文化財である組踊を活用したオリジナルチームビルディングプログラムを開発。
初体験の参加者が短時間の稽古と実演を通して達成感を
得ることができる短編の新作組踊（現代版）を
企画制作予定。

首里城復元現場解説と火災を逃れた「世誇殿」での
現代版王朝うとぅいむち（おもてなし・宮廷料理）ディナー
首里城を活用したユニークベニューの開発

・世誇殿へ至る道中で、首里城の解説員による首里城復元現場の解説により、文
化や技術の継承を通じたサステナビリティへの関心と気づきを醸成。
・参加者が琉球王国時代に没入できるよう、テーマパーティアイテムでの会場装飾を
し、気軽に着用できる琉装をドレスコードとして準備。

万国津梁の街（那覇･浦添）を空中散歩「ゆいレール」貸切レセプションと夜の栄
町市場ぶらり飲み食いクエスト – ユニークベニューのはしごプログラム
都市型モノレール「ゆいレール」とノスタルジックタウン「栄町」を活用したユニークベ
ニュープログラムの開発
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令和６年度コンベンションビューロー支援事業補助金

補助対象： CBの誘致力の向上による、各都市におけるMICEの受入体制強化
のための取組であること

■補助対象者：コンベンションビューロー ■補助率：1/2（上限300万円）

○海外MICEイベント出展支援

CBの受入体制整備事業

MICEイベント 例
IMEX Frankfurt  (5月 フランクフルト）
IMEX America  （10月 ラスベガス）
IBTM World     （12月 バルセロナ）
AIME              （2月 メルボルン）
JNTO主催インセンティブ商談会

※ＪＮＴＯが主催または共同出展する際の出展料は経費対象外
ＪＮＴＯが共同出展を呼びかけるイベントにＣＢが独自に出展する場合や各自治体が主催する商談会
等は対象外

補助メニュー

※その他メニュー
・人材育成プログラム
（ICCASkills）の受講支援

【課題と今後の方向性】
対象をCBのみとしていたため、都市ワンストップでの対応ができていないないことが
課題。来年度は地域におけるMICE事業者（ホテル、施設など）への対象拡大を検討 38



各自治体における国際見本市への出展状況

CBや自治体など各都市・県における、JNTO共同出展による国際MICE見本市への出展状況をまとめたもの。

グローバルMICE都市が中心だが、沖縄県や石川県など地方自治体においても出展している自治体は存在。

総計2023年度2022年度2019年度2018年度

11件3件3件2件3件神戸★

10件2件2件3件3件大阪★

９件３件2件２件２件京都★（注）

9件2件1件3件3件千葉★

8件2件2件2件2件横浜★

8件2件2件2件2件広島★

6件1件1件2件2件札幌★

6件1件1件2件2件東京★

5件1件2件2件沖縄県

4件1件1件1件1件福岡★

3件1件1件1件仙台★

2件1件1件名古屋★

2件1件1件石川県

1件1件静岡

1件1件富山県

1件1件北九州★

1件1件福井県

1件1件奈良県

★：グローバルMICE都市※2020年度はコロナの影響で国際MICE見本市は未開催、2021年度はJNTO単独出展 39（注）JNTO共同出展ではなく、単独出展の件数
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